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利
益
確
保
が
必
須

　
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
を
立
ち
上

げ
て
地
域
で
持
続
的
に
公
益
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
原
資
を
生
み

出
す
収
益
事
業
の
利
益
を
確
保
す
る
必
要

が
あ
る
。

　
公
益
的
な
目
的
を
持
っ
た
事
業
体
で
あ

っ
て
も
、
利
益
を
生
み
だ
す
基
本
的
な
方

策
は
通
常
の
民
間
事
業
と
同
様
で
あ
る
。

つ
ま
り
、
①
安
価
に
仕
入
れ
②
顧
客
を
確

保
し
③
付
加
価
値
を
付
け
て
売
る
─
必
要

が
あ
る
。
こ
れ
は
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

で
あ
れ
ば
、
電
力
や
熱
を
安
価
に
仕
入
れ
、

一
定
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
持
つ
需
要

家
に
対
し
て
何
ら
か
の
付
加
価
値
を
付
け

て
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
供
給
す
る
こ
と
を
意
味

す
る
。
ま
た
、
地
域
開
発
事
業
で
あ
れ
ば
、

土
地
や
建
物
を
コ
ス
ト
を
抑
え
な
が
ら
取

得
・
整
備
し
、
付
加
価
値
の
高
い
施
設
運

営
や
分
譲
・
賃
貸
事
業
を
行
う
こ
と
で
あ

る
。

　
そ
れ
で
は
、
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル

ケ
は
各
地
域
で
い
か
に
し
て
収
益
事
業
を

確
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
か
。
ポ

イ
ン
ト
は
「
地
産
地
消
」、
つ
ま
り
地
域

の
資
源
や
資
産
を
有
効
活
用
し
、
地
域
の

顧
客
に
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
で
あ

る
。
以
下
、
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
（
特

に
電
力
小
売
事
業
）
と
地
域
開
発
事
業
の

立
ち
上
げ
方
を
提
示
す
る
。

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
立
ち
上
げ
方

　
ま
ず
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
立
ち
上

げ
方
を
見
て
い
こ
う
。

　
ど
の
よ
う
な
地
域
で
あ
れ
、
地
域
エ
ネ

ル
ギ
ー
事
業
を
始
め
る
た
め
に
は
、
第
1

ス
テ
ッ
プ
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
調
達
す

る
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
も
「
可
能
な
限
り

安
価
に
」
で
あ
る
。

　
日
本
全
国
ど
こ
に
で
も
存
在
す
る
安
定

し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
調
達
先
と
し
て
、
ご

み
焼
却
施
設
で
発
生
す
る
熱
を
活
用
し
た

発
電
、
い
わ
ゆ
る
廃
棄
物
発
電
が
挙
げ
ら

れ
る
。
環
境
省
の
報
告
に
よ
れ
ば
全
国
に

は
約
1
2
0
0
も
の
ご
み
焼
却
施
設
が
あ

り
、
発
電
設
備
を
有
す
る
の
は
そ
の
う
ち

3
1
8
施
設
と
4
分
の
1
程
度
に
す
ぎ
な

い
が
、
発
電
能
力
は
約
1
7
0
0
メ
ガ
ワ

ッ
ト
（
M
W
）
と
大
規
模
な
電
源
と
な
っ

て
い
る
。
リ
サ
イ
ク
ル
技
術
が
向
上
し
て

い
る
と
い
え
ど
も
、
ご
み
は
常
に
一
定
数

発
生
す
る
た
め
、
汎
用
的
か
つ
有
力
な
電

力
の
調
達
先
と
い
え
る
。
次
に
注
目
さ
れ

る
の
は
、
県
企
業
局
が
保
有
す
る
水
力
発

電
等
の
電
力
で
あ
る
。
現
在
、
全
国
26
の

新
公
益
サ
ー
ビ
ス
、事
業
化
の
要
点

官
民
連
携
し
地
産
地
消
で
稼
げ

日
本
総
合
研
究
所 

総
合
研
究
部
門
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

山
崎
新
太

日本版シュタットベルケ③ 連 載

　
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
の
収
益
事
業
と
し
て
、
第
2
回
で
は
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
と
地
域
開
発
事
業
に
注
目
し
、

わ
が
国
に
お
け
る
そ
の
萌
芽
と
も
言
え
る
事
例
を
紹
介
し
た
。
一
方
、「
自
分
た
ち
の
地
域
で
そ
の
よ
う
な
事
業
が
本
当

に
立
ち
上
げ
ら
れ
る
の
だ
ろ
う
か
」
と
疑
問
を
持
っ
た
読
者
も
少
な
く
な
い
だ
ろ
う
。
本
稿
で
は
、
ど
の
地
域
で
も
参
照

可
能
な
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
の
立
ち
上
げ
方
を
示
し
、
そ
の
疑
問
に
答
え
た
い
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
は
P
P
P

（Public Private Partnership

：
官
民
連
携
）
に
対
す
る
新
た
な
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
提
示
す
る
。

や
ま
さ
き
・
あ
ら
た
　
東
京
工
大
院

理
工
学
研
究
科
建
築
学
専
攻
修
了
後
、

大
手
建
築
設
計
事
務
所
を
経
て
現
在

に
至
る
。専
門
は
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
、

エ
リ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
。
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自
治
体
で
発
電
事
業
が
実
施
さ
れ
て
お
り
、

そ
の
ほ
と
ん
ど
は
水
力
発
電
で
あ
る
。
発

電
能
力
は
約
2
3
0
0
M
W
と
大
き
い
が
、

現
在
こ
の
電
力
は
大
手
電
力
事
業
者
に
売

ら
れ
て
い
る
。

　
こ
れ
ら
の
電
力
に
共
通
す
る
の
は
、
地

産
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
こ
と
、
そ
し
て
電

源
（
ご
み
処
理
施
設
、
水
力
発
電
所
）
の

保
有
者
が
自
治
体
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

持
続
的
な
地
域
の
創
出
と
い
う
目
的
を
持

つ
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
の
公
益
的

な
役
割
に
か
ん
が
み
、
自
治
体
と
日
本
版

シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
が
連
携
し
、
こ
れ
ら

電
力
の
一
部
で
も
安
価
な
調
達
先
と
し
て

確
保
で
き
る
な
ら
ば
、
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー

事
業
の
第
1
ス
テ
ッ
プ
は
ク
リ
ア
で
あ
る
。

　
ま
た
、
地
場
の
事
業
者
と
連
携
す
る
こ

と
に
よ
り
未
利
用
の
地
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

活
用
す
る
こ
と
も
、
有
効
な
手
立
て
の
一

つ
で
あ
る
。
例
え
ば
林
業
組
合
と
連
携
し

て
、
地
域
の
林
地
残
材
を
活
用
し
た
木
質

バ
イ
オ
マ
ス
発
電
や
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
ボ

イ
ラ
ー
か
ら
電
熱
調
達
す
る
モ
デ
ル
や
、

土
地
改
良
区
と
連
携
し
て
農
業
用
水
路
を

活
用
し
た
小
水
力
発
電
か
ら
電
力
調
達
す

る
モ
デ
ル
が
考
え
ら
れ
る
。
林
野
庁
に
よ

れ
ば
、
全
国
で
年
間
約
8
0
0
万
㌧
発
生

す
る
間
伐
材
の
ほ
と
ん
ど
は
未
利
用
で
あ

り
、
原
油
換
算
5
0
0
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル

以
上
の
潜
在
的
利
用
可
能
量
が
あ
る
。
ま

た
、
土
地
改
良
区
の
農
業
農
村
整
備
事
業

に
お
い
て
整
備
さ
れ
た
小
水
力
発
電
施
設

は
26
施
設
、
潜
在
的
な
水
力
エ
ネ
ル
ギ
ー

は
全
国
で
約
5
億
8
5
0
0
万
キ
ロ
ワ
ッ

ト
時
／
年
と
莫
大
で
あ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
有
力
な
調
達
先
と
言
え
る
。

　
こ
れ
ら
地
域
に
根
差
し
た
主
体
と
日
本

版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
は
、
地
域
が
存
続

す
る
こ
と
が
事
業
成
立
の
条
件
で
あ
る
と

い
う
意
味
に
お
い
て
、
利
害
を
共
有
し
て

い
る
。
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
に
よ

っ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
が
実
現
し
、

そ
こ
で
生
ま
れ
た
収
益
が
地
域
に
必
要
な

公
益
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
還
元
さ
れ
る
こ
と

に
よ
り
地
域
が
維
持
・
存
続
さ
れ
る
こ
と

は
、
こ
れ
ら
地
場
産
業
事
業
者
に
と
っ
て

も
価
値
の
あ
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
よ
う

な
価
値
や
利
害
を
共
有
し
た
者
か
ら
燃
料
、

ま
た
は
電
力
の
調
達
を
行
う
こ
と
は
、
過

剰
な
価
格
競
争
に
陥
ら
ず
一
定
の
競
争
力

を
確
保
す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
だ
ろ
う
。

　
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
立
ち
上
げ
の
第

2
ス
テ
ッ
プ
は
、
需
要
の
確
保
、
つ
ま
り

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
売
る
「
顧
客
」
の
確
保
で

あ
る
。
こ
こ
で
有
効
な
手
立
て
は
、
公
共

施
設
が
率
先
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
需
要
家

と
な
る
こ
と
で
あ
る
。
公
共
施
設
は
ど
ん

な
地
域
に
お
い
て
も
一
定
規
模
の
需
要
が

見
込
め
る
と
と
も
に
、
民
間
施
設
や
住
宅

に
比
べ
て
移
転
や
撤
退
の
可
能
性
が
低
い

た
め
持
続
性
の
あ
る
安
定
し
た
顧
客
と
な

り
得
る
。
顧
客
開
拓
は
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ

ト
ベ
ル
ケ
自
身
の
営
業
努
力
が
求
め
ら
れ

る
部
分
で
は
あ
る
も
の
の
、
事
業
体
立
ち

上
げ
時
の
事
業
の
安
定
性
や
、
地
域
住
民

が
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
会
社
を
切
り
替
え
る

「
き
っ
か
け
」
を
与
え
る
意
味
に
お
い
て
、

ま
ず
公
共
施
設
が
需
要
家
と
な
る
こ

と
が
必
要
だ
ろ
う
。
例
え
ば
、
自
治

体
が
電
力
小
売
会
社
を
設
立
し
た
群

馬
県
中
之
条
町
や
福
岡
県
み
や
ま
市

で
も
、
公
共
施
設
が
需
要
家
と
な
る

こ
と
に
よ
っ
て
事
業
が
成
立
し
て
い

る
。

　
最
後
の
第
3
ス
テ
ッ
プ
は
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
と
い
う
商
品
に
対
す
る
付
加

価
値
付
け
、
つ
ま
り
確
保
し
た
顧
客

に
「
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
が

供
給
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
買
い
た

い
」
と
思
わ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
そ

の
た
め
に
は
、
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト

ベ
ル
ケ
は
自
治
体
や
地
場
産
業
か
ら

調
達
し
た
地
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
供
給

し
て
い
る
こ
と
を
訴
求
す
べ
き
で
あ

る
。
な
ぜ
な
ら
、
地
域
住
民
や
自
治

体
、
地
域
事
業
者
に
と
っ
て
、
地
産

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
購
入
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
自
治
体
の
財
政
が
健
全
化
さ
れ
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
が
図
ら
れ
る
こ
と
や
、

地
場
産
業
の
収
益
が
改
善
し
産
業
が
維

持
・
保
護
さ
れ
る
こ
と
は
、
結
果
と
し
て

地
域
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
か
ら
で
あ
る
。

「
自
ら
の
地
域
の
存
続
・
繁
栄
の
た
め
に
、

地
産
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
購
入
す
る
」
と
い

う
構
造
を
構
築
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

ま
た
、
ド
イ
ツ
の
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
が

地域の電力を 地域の事業者が供給し 地域で消費する

出資買電

買電

買電

買電

買電

出資

電力供給

電力供給

売電

売電

公共施設

自治体
廃棄物処理発電

企業局水力発電

木質バイオマス発電・
小水力発電等

卸電力取引所

一般電気事業者

日本版
シュタットベルケ

一般電気事業者
（送配電事業者）

地元事業者

託送供給契約

地域内需要家

卸電力取引所
（JEPX）

他のPPS事業者

（出所）日本総合研究所

〈図表1〉地域エネルギー事業のビジネスモデル
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そ
う
で
あ
る
よ
う
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

と
と
も
に
地
域
に
対
す
る
公
益
サ
ー
ビ
ス

を
併
せ
て
提
供
し
て
い
る
こ
と
は
、
日
本

版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
か
ら
の
電
力
供
給

を
選
択
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
な
る
だ

ろ
う
。

　
こ
れ
ら
は
全
て
、
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト

ベ
ル
ケ
が
特
定
の
地
域
を
対
象
と
し
た
公

益
的
主
体
で
あ
る
が
故
に
取
り
得
る
戦
略

で
あ
る
。
地
域
の
主
体
と
連
携
し
て
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
調
達
か
ら
供
給
ま
で
を

地
域
内
で
完
結
さ
せ
る
こ
と
、
な
ら
び
に

地
域
で
受
け
入
れ
ら
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
を
徹
底
す
る
こ
と
が
、

結
果
と
し
て
競
争
力
を
高
め
る
、
ま
た
は

競
争
に
巻
き
込
ま
れ
に
く
い
環
境
を
つ
く

る
の
で
あ
る
。

地
域
開
発
事
業
の
立
ち
上
げ
方

　
次
に
地
域
開
発
事
業
の
立
ち
上
げ
方
を

見
て
い
こ
う
。

　
地
域
開
発
事
業
の
第
1
ス
テ
ッ
プ
は
、

開
発
事
業
を
行
う
た
め
の
土
地
の
確
保
で

あ
る
。
し
か
し
、
不
動
産
価
値
の
高
い
土

地
、
例
え
ば
駅
前
の
一
等
地
を
新
た
に
購

入
す
る
こ
と
に
は
多
額
の
初
期
投
資
が
必

要
と
な
り
非
常
に
リ
ス
ク
が
高
い
。
そ
の

中
で
注
目
さ
れ
る
の
が
、
中
心
市
街
地
の

公
的
不
動
産
（PRE : Pubilc Real 

Estate

）
と
商
店
街
等
の
空
き
家
・
空
室

の
活
用
で
あ
る
。

　
現
在
、
全
国
の
自
治
体
で
は
公
共
施
設

等
総
合
管
理
計
画
と
立
地
適
正
化
計
画
の

策
定
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、
公
共
施
設
の

大
幅
な
再
編
と
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
の
推

進
が
目
指
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
考
慮
す
る

と
、
今
後
は
中
心
市
街
地
の
P
R
E
を
活

用
し
た
事
業
が
全
国
的
に
展
開
さ
れ
る
こ

と
と
な
る
。
通
常
、
庁
舎
や
文
化
施
設
と

い
っ
た
公
共
施
設
は
中
心
市
街
地
に
立
地

し
て
お
り
、
今
後
10
〜
20
年
の
間
に
建
て

替
え
を
迎
え
る
施
設
が
多
い
。
そ
の
建
て

替
え
時
に
公
共
施
設
を
中
高
層
化
す
る
こ

と
で
種
地
を
生
み
出
し
、
新
た
に
確
保
さ

れ
た
種
地
部
分
を
安
価
に
日
本
版
シ
ュ
タ

ッ
ト
ベ
ル
ケ
に
借
地
す
る
こ
と
で
、
不
動

産
価
値
の
高
い
土
地
を
地
域
開
発
事
業
の

拠
点
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
英

国
の
地
域
資
産
開
発
公
社
（LABV : 

Local Asset Backed Vehicle
）
等
で

見
ら
れ
る
よ
う
に
、
公
共
と
民
間
の
共
同

出
資
に
よ
る
開
発
事
業
体
を
立
ち
上
げ
た

上
で
、
公
共
側
は
公
有
地
を
現
物
出
資
す

る
ス
キ
ー
ム
も
考
え
ら
れ
る
。

　
わ
が
国
の
不
動
産
の
う
ち
、
企
業
不
動

産
が
約
4
7
0
兆
円
で
あ
る
の
に
対
し
、

公
的
不
動
産
は
約
5
7
0
兆
円
、
そ
の
う

ち
地
方
公
共
団
体
の
不
動
産
は
約
4
2
0

兆
円
で
あ
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
自
治
体

は
多
く
の
地
方
都
市
に
お
け
る
主
要
な

「
土
地
保
有
者
か
つ
地
域
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
」

で
あ
る
。
土
地
の
確
保
と
い
う
最
初
の
ハ

ー
ド
ル
を
越
え
る
に
は
、
P
R
E
を
活
用

し
た
面
的
開
発
事
業
を
機
軸
に
据
え
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。

　
ま
た
、
現
在
増
え
続
け
て
い
る
中
心
市

街
地
の
空
き
家
・
空
室
を
活
用
す
る
こ
と

も
考
え
ら
れ
る
。
2
0
1
3
年
時
点
で

空
き
家
数
は
8
2
0
万
戸
、
総
住
宅
数

に
占
め
る
割
合
は
13
・
5
%
で
あ
り
、

年
々
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
る
。

空
き
家
の
撤
去
に
つ
い
て
は
全
国
で
空

き
家
条
例
が
制
定
さ
れ
始
め
て
い
る
が
、

そ
の
活
用
に
つ
い
て
は
い
ま
だ
制
約
が

多
い
。
制
度
面
、
合
意
形
成
の
面
に
お

い
て
自
治
体
が
主
導
し
、
そ
の
有
効
活

用
を
促
進
す
る
こ
と
は
、
地
域
開
発
事

業
の
種
地
確
保
の
み
な
ら
ず
市
街
地
空

洞
化
の
解
決
策
に
も
な
る
だ
ろ
う
。

　
地
域
開
発
事
業
の
第
2
ス
テ
ッ
プ
は
、

確
保
さ
れ
た
土
地
に
お
け
る
施
設
の
整

備
と
運
営
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
二
つ
の

ケ
ー
ス
が
考
え
ら
れ
る
。
一
つ
は
施
設

を
売
る
、
ま
た
は
貸
す
こ
と
に
よ
っ
て

収
益
を
得
る
「
分
譲
・
賃
貸
ケ
ー
ス
」、

も
う
一
方
は
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
自
身

が
そ
の
施
設
で
事
業
を
実
施
す
る
「
自

主
事
業
ケ
ー
ス
」
で
あ
る
。

　
分
譲
・
賃
貸
ケ
ー
ス
で
は
、
当
然
な
が

ら
施
設
を
買
い
取
る
分
譲
顧
客
、
ま
た
は

賃
貸
す
る
テ
ナ
ン
ト
顧
客
を
確
保
す
る
必

要
が
あ
る
が
、
そ
の
場
合
、
地
域
開
発
事

業
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
る
施
設
の
一
部
を

公
共
が
買
い
取
り
、
な
い
し
は
賃
貸
す
る

こ
と
に
よ
り
事
業
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ
る

こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
分
譲
・
賃
貸
顧

地域の資産を 地域の事業者が開発し 地域で利用する

出資

公共施設

地元事業者 住民

利用

利用

利用

その他施設

出資

自治体 地元事業者

借地・
出資 整備・

賃貸・

売却・
運営・

借家・
出資

売却

日本版
シュタットベルケ

公有地

遊休公共施設

空き家・空室

（出所）日本総合研究所

〈図表2〉地域開発事業のビジネスモデル
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客
に
対
し
て
、
見
守
り
サ
ー
ビ
ス
や
駆
け

つ
け
サ
ー
ビ
ス
、
地
域
交
通
と
い
っ
た
地

域
密
着
型
の
公
益
サ
ー
ビ
ス
を
併
せ
て
提

供
す
る
こ
と
も
有
効
な
戦
略
だ
ろ
う
。
分

譲
・
賃
貸
ケ
ー
ス
の
成
功
事
例
と
い
え
る

岩
手
県
紫
波
町
の
オ
ガ
ー
ル
紫
波
で
は
、

駅
前
の
遊
休
公
有
地
を
第
三
セ
ク
タ
ー
が

借
り
受
け
た
上
で
施
設
を
整
備
し
、
そ
の

う
ち
の
一
部
を
紫
波
町
が
買
い
取
り
公
共

施
設
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
公
共
施
設
と

併
設
さ
れ
て
い
る
民
間
施
設
に
は
地
元
飲

食
店
等
が
テ
ナ
ン
ト
と
し
て
入
居
し
て
お

り
、
全
体
と
し
て
に
ぎ
わ
い
の
創
出
、
地

域
の
活
性
化
を
実
現
し
て
い
る
。

　
次
に
、
自
主
事
業
ケ
ー
ス
は
分
譲
・
賃

貸
に
比
べ
て
リ
ス
ク
が
高
い
が
、
こ
こ
で

競
争
力
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
複
数
の

公
有
地
を
開
発
対
象
と
す
る
こ
と
で
施
設

間
の
連
携
・
シ
ナ
ジ
ー
を
生
み
出
す
こ
と

が
考
え
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
地
域
内
の
複

数
の
土
地
で
民
間
施
設
と
公
共
施
設
の
整

備
・
運
営
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
運
営

の
効
率
化
、
連
動
し
た
イ
ベ
ン
ト
開
催
、

複
数
施
設
の
利
用
優
遇
サ
ー
ビ
ス
等
を
展

開
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

　
こ
の
よ
う
に
、
地
域
内
で
面
的
に

P
R
E
や
遊
休
資
産
を
活
用
し
た
事
業
を

展
開
す
る
こ
と
に
よ
り
、
従
来
で
あ
れ
ば

リ
ス
ク
の
高
い
地
域
開
発
事
業
を
日
本
版

シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
の
基
幹
事
業
と
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
面
的
な
P
R
E

活
用
事
業
は
、
公
有
地
を
個
別
最
適
の
視

点
で
売
却
・
借
地
す
る
の
で
は
な
く
、
複

数
の
公
有
地
の
開
発
方
針
を
全
体
最
適
の

視
点
で
検
討
す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
貫
し

た
コ
ン
セ
プ
ト
の
下
で
整
合
性
の
取
れ
た

地
域
開
発
を
官
民
連
携
し
て
実
施
す
る
こ

と
が
で
き
る
点
に
お
い
て
、
自
治
体
に
と

っ
て
も
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
ス
キ
ー
ム
と
言

え
る
。

公
共
と
民
間
の
役
割

　
こ
の
よ
う
に
、
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ

ル
ケ
を
立
ち
上
げ
る
に
は
、
官
だ
け
、
民

だ
け
の
ど
ち
ら
で
も
不
十
分
で
あ
り
、
官

と
民
が
協
働
し
て
事
業
実
施
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
つ
ま
り
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト

ベ
ル
ケ
は
、
P
P
P
の
枠
組
み
に
よ
っ
て

実
施
さ
れ
る
も
の
と
言
え
る
。

　
し
か
し
、
民
間
資
金
を
活
用
す
る
社
会

資
本
整
備
（
P
F
I
）
や
第
三
セ
ク
タ
ー

と
い
っ
た
従
来
の
P
P
P
が
、
公
共
事
業

の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
や
民
間
で
は
担
い

手
の
い
な
い
公
益
事
業
の
実
施
と
い
う
形

を
と
っ
て
い
た
の
に
対
し
、
日
本
版
シ
ュ

タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
は
収
益
性
の
高
い
事
業
と

公
益
事
業
の
双
方
を
事
業
領
域
と
し
て
い

る
。
特
に
収
益
事
業
に
お
い
て
は
、
段
階

的
な
顧
客
獲
得
や
売
り
上
げ
の
増
加
に
応

じ
た
関
連
事
業
へ
の
展
開
な
ど
、
中
長
期

的
な
事
業
拡
大
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
考

え
る
と
、
従
来
と
は
異
な
る
姿
勢
で

P
P
P
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

　
こ
の
よ
う
な
複
雑
な
事
業
領
域
を
持
ち
、

中
長
期
的
な
成
長
戦
略
を
必
要
と
す
る
新

た
な
P
P
P
事
業
の
成
功
要
因
と
し
て
、

こ
こ
で
は
以
下
3
点
を
提
示
し
た
い
。
第

一
に
、
官
民
共
同
出
資
に
よ
る
事
業
体
の

設
立
で
あ
る
。
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル

ケ
は
、
公
共
が
燃
料
、
電
力
、
土
地
、
施

設
等
の
提
供
者
ま
た
は
需
要
家
と
な
り
、

民
間
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
や
資
金
調
達
、

施
設
の
整
備
・
運
営
を
行
う
な
ど
、
一
定

の
リ
ス
ク
の
存
在
す
る
収
益
事
業
に
対
し

て
自
治
体
と
民
間
双
方
が
「
事
業
参
画
」

す
る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
中
で
、
官
民
双

方
の
長
期
的
な
事
業
参
画
を
担
保
す
る
た

め
に
は
、
自
治
体
と
地
域
民
間
企
業
の
共

同
出
資
に
よ
っ
て
政
策
的
な
目
的
を
持
っ

た
事
業
会
社
を
設
立
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
。
そ
し
て
、
第
三
セ
ク
タ
ー
の
反
省
を

踏
ま
え
、
官
民
の
リ
ス
ク
分
担
と
役
割
分

担
を
株
主
間
協
定
や
定
款
に
明
確
に
示
し

た
上
で
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が
肝
要
で

あ
る
。

　
第
二
に
、
経
営
の
民
間
主
導
の
徹
底
で

あ
る
。
特
に
、
公
益
事
業
の
原
資
を
生
み

出
す
収
益
事
業
に
お
い
て
は
、
地
域
資
源

を
活
用
し
な
が
ら
収
益
重
視
の
経
営
を
貫

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、

従
来
の
第
三
セ
ク
タ
ー
で
見
ら
れ
る
自
治

体
O
B
等
の
採
用
で
は
な
く
、
ド
イ
ツ
・

シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
で
当
た
り
前
に
行
わ

れ
て
い
る
よ
う
に
、
経
営
感
覚
の
あ
る
民

間
人
材
を
積
極
的
に
登
用
す
る
べ
き
で
あ

る
。

　
第
三
に
、
株
主
た
る
公
共
が
、
需
要
・

供
給
両
面
で
軌
道
に
乗
る
ま
で
を
政
策
的

に
支
え
る
こ
と
で
あ
る
。
地
域
エ
ネ
ル
ギ

ー
事
業
や
地
域
開
発
事
業
の
よ
う
に
、
従

第３セクター

PFI・指定管理

日本版
シュタットベルケ

公益事業

公共事業

収益事業と非収益
の公益事業

潜在的にはあるが
実態は拡張性が低い

事業領域 事業拡張性

拡張性は小さい

拡張性は大きい

（出所）日本総合研究所

〈図表3〉日本版シュタットベルケと従来型PPPの比較
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来
で
あ
れ
ば
民
間
事
業
の
領
域
を
対
象
と

す
る
事
業
体
を
自
治
体
の
出
資
の
下
に
設

立
す
る
こ
と
に
は
批
判
の
声
も
あ
ろ
う
。

ま
た
事
業
初
期
に
お
い
て
、
イ
ン
フ
ラ
の

維
持
管
理
や
公
共
施
設
の
指
定
管
理
な
ど
、

公
共
か
ら
の
受
託
業
務
に
よ
っ
て
ベ
ー
ス

収
益
を
確
保
す
る
場
合
は
、
そ
の
業
務
委

託
に
関
す
る
公
共
側
の
説
明
責
任
が
発
生

す
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
も
、

「
公
益
的
な
地
域
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
維
持

す
る
こ
と
に
よ
る
持
続
可
能
な
地
域
の
形

成
」
と
い
う
政
策
目
的
を
掲
げ
、
庁
内
、

議
会
、
地
域
に
お
い
て
そ
の
認
識
の
共
有

を
図
る
こ
と
で
、
民
間
と
の
な
れ
合
い
で

は
な
い
、
事
業
立
ち
上
げ
に
つ
な
が
る
支

援
を
公
共
が
担
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

　
待
っ
た
な
し
の
人
口
減
少
、
少
子
高
齢

化
社
会
の
中
で
、
地
方
部
の
公
益
サ
ー
ビ

ス
の
維
持
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
今
ま

で
、
公
的
財
源
の
下
支
え
に
よ
っ
て
提
供

さ
れ
て
き
た
公
益
サ
ー
ビ
ス
が
喪
失
す
る

可
能
性
に
つ
い
て
、
地
域
全
体
が
危
機
感

を
持
ち
、
公
共
と
民
間
の
双
方
が
地
域
資

源
を
生
か
し
た
収
益
事
業
に
事
業
参
画
す

る
と
と
も
に
、
そ
の
収
益
を
再
度
地
域
に

還
元
す
る
事
業
体
「
日
本
版
シ
ュ
タ
ッ
ト

ベ
ル
ケ
」
の
取
り
組
み
は
、
地
域
の
持
続

的
な
維
持
・
発
展
の
有
効
な
切
り
札
と
な

る
だ
ろ
う
。


